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CCOP第14回

ム詰

ム誠

東アジアにおける国連の海底調査活動について

佐野竣一(海外地質調査協力室)

井上英二

(海洋地質部)

まえがき

1977年9月21目から10月4目までの2週間CCOP第

14回本会議がフィリピンのマニラ市で開催され同時に

技術諮問グノレｰプ第!3回会合CCOP-IOC合同作業グ

ルｰプ第3回会合環太平洋マップ･プロジェクト北西

クォドラント･パネノレ第3回会合およびUNDP地域プ

ロジェクト三者レビュｰ会合が本会議と相前後して行わ

れた(第1図).

これらの会議に佐野と井上はそれぞれ日本政府代表お

よびCCOPの特別顧間として出席した.そこで感じ

たことは今後海底鉱物資源開発に関連した沿岸およ

び遠近海域での地質調査研究に関する国際協力がますま

す盛んになるであろうということである.したがって

CCOPを通じて関係諸国がどのように活動し何を要

望しているか先進諸国がどのような形で国際協力を行

っているかを明らかにするためにこれらの会議の内容

を要約して紹介する.とくに各国の活動状況に重一点

をおいて記述しあわせて若干の感想を述べてみたい.

なおCCOPについてCCOP-IOC/IDOEプロジェ

クトを除いて本誌では第228号以来報告されてい粗い

のでCCOPの内容が広範にわたることと相まって本

稿はかなり膨大なものとなったことをおことわりする.

また読者の便宜を考えて本文中にでてくる組織等

の略称を第1表にまとめて示した.

会議の内容に入るまえにCCOPの性格および役割等

を略述しておこう.

CCORの構成機構および機能

CCOPは東アジア西太平洋沿海鉱物資源共同探査調整

委員会の略であるが今回の会合で創立以来の正式名

称であるアジア沿海鉱物資源共同探査調整委員会が上記

のように変更されることになった.現加盟国は以前か

らCCOPの活動地域を限定しようとする意向をもって

いたが南太平洋地域において同様な組織であるCCOP

/SOPACが別個に設立されその基礎を固めてきたの

で今回の規約改正に関連して改名された.CCOPと

いう略称だけは狂しみ深いので今回の名称変更におい

てもそのまま残すことになった.

CCOPは国連の地域経済委員会の1つであるESCAP

に属する政府間協力機構でありメコン河下流域調査調

整委員会およびアジア･ハイウェｰ調整委員会狂どとと

もにESCAPの主要地域協力プロジェクトの1つであ

って東アジアおよび酉太平洋に位置する加盟国の海底

鉱物資源開発を促進して各国の発展に寄与することを

一､屯一

憂1

第1図

CCOP第14回会議の議長団(マニラ市

LamdaHote1会議場)壇上左からCCOP

事務局長代･行F.H.WムNG博士フィリピン

鉱山局長J.C.FERNAND醐議長国連開発計

画地域代表A.R.GARcIA氏(CCOP河

因清雄氏提供)�
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策1表

略語表

略語

正

文

ASCOP週

AS廻AN

COO正

CCOP/SO亙AC

��

EcA亙圃

週ROS

��乃���潮健�漱敵�

��捩慴楯湯������楡湎慴楯�

Committee壬｡rCo-ordinationofJointO妊shoreProspecting

forMinera1ResourcesinEastAsiaandtheWestemPaci丘｡

��楴�敦����楮慴楯湯���偲��捴楮杦���牡�

ResourcesinSouthPaci丘｡O丑shoreAreas

��楳�潮景��楮敇������

�潮潭楣��楳�潮景牁��������

�牴桒����佶��慴楯����

訳語

ASEAN石油理事会

東南アジア諸国連合

東アジア酉太平洋沿海鉱物資源共同

探査調整委員会

南太平洋地域沿海鉱物資源共同探査

調整委員会

海洋地質学委員会

アジア極東経済委員会

米国地質調査所資源衛星探査シス

一`■一冊�■■■■■11■1■111一一一一一阯'一一u^`'■�

�EconomicandSocia1CommissionforAsiaandthePaci丘｡�テム

圃SCA㌍��アジア太平洋経済社会委員会

��(1974年ECAFEより改名)

亙｡G�Inter-UnionComm三ssiononGeodynamics(IUGG/IUGS)�国際ジェオダイナミクス委員会

亙皿O翻�IntemationalDecadeofOceanExP1oration�国際海洋調査10年(計画)

亙GC廻�Intemationa1Geologica1Corre1ationProgramme�国際地質対比計画

亙GS�Institu†eofGeo1ogica1Sciences(UK)�地質科学研究所(英国)

亙OC�Intergovemmenta1OceanograPhicCommission�政府間海洋学委員会

亙㌍O皿�Intemationa1ProgrammeonOceanDril1ing�国際海洋掘削計画

亙wGG�Intemationa1UnionofGeodesyandGeophysice�国際測地学地球物理学連合

亙UGS�Intemationa1UnionofGeo1ogica1Sciences�国際地質科学連合

ぶ亙cA�JaPanIntemationa1CooperationAgency�国際協力事業団

LAN皿SAT�LandSate11ite�(資源衛星)

週思TS�EarthResourcesTechnologySate11ite�(資源衛星)

NASA�Nationa1AeronauticsandSpaceAdministration(U.S.A.)�米国航空宇宙局

NS亙�NationalScienceFoundation(U-S.A.)�米国科学財団

○里廻C�OrganizationofPetro1eumExportingCountries�石油輸出国機構

OTC�○伍ceofTechnica1Co-operation(UN)�(国連本部)技術協カ局

S廻A■A盈�StudiesofEastAsiaTectonicsandResources(CCOP-IOC/�(東アジアの地質構造および資源の

�IDOEProject)�研究)

S亙O�ScriPPsInstitutionofOceanograPhy�スクリップス海洋研究所

TAG�Technica1AdvisoryGroup(CCOPandCCOP/SOPAC)�技術諮間グルｰプ

TCnC�Technica1Co-operationamongDeve1opingCountries�発展途上国間技術協力

TTR亙�TrustTerritoryofPaci丘cIslands�太平洋信託統治講島

UN�UnitedNations�国際連合

wN皿疋�UnitedNationsDeTe1opmentProgramme�国連開発計画

wN廻疋�UnitedNationsEnvironmentProgramme�国連環境計画

酊N亙SCO�UnitedNationsEducationa1,Scienti丘candCa1tura1Organiza一�ユネスコ(国連教育科学文化機関)

��渉

租Nw�UnitedNationsUniversity�国連大学

W巫C-A�Wor1dDataCentre-A(IUGG)�世界デｰタセンタｰA

目的としている.1966年に設立されて以来この国連

組織は多くの実績を残してきたがとくにCCOPが関

与した大きな業績の1つは1968年調査船Hunt号によ

って実施された東シナ海の大陸棚の海底調査であろう.

これによつてはじ･めてこの大陸棚が石油･ガス胚胎有

望海域として脚光をあびた.CCOPの活動は直接･間

接にこの地域への石油･ガスの探鉱･開発に対する投資

を誘致しCCOP地域での石滴の生産はこの10年間に3

倍に増加した(第2図).最近ではタイおよびマレｰ

シア沿岸海域ならびにマラッカ海峡での海底錫およびそ

の他の砕屑重鉱物鉱床の探査にも貢献している.

(以下に今回改正された付託条項(規約)にもとづいて

CCOPの組織および機能等を説明する)

構成メンバｰ

加盟国は目本インドネシア韓国カンボジアマ

レｰシアパプア･ニュｰギニアフィリピンシンガ

ポｰルタイ太平洋信託統治諾島(TTPI)およびベト

ナムであるカミインドシナ半岳の政治情勢の変化以後

カンボジアおよびべトナムは年次会合に出席していない.

また太平洋信託統治諾島は1975年の第12回会合に代表

を派遣しただけであるがこの政府には地質専門家がい�
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策2表

CCO亙年次会合

珂
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同上
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同上
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5月271ヨｰ6月2目

10月29日一11月7周

6月24貝一7月4目

11月6-16目

6月10-19目

5月13-27日

5月12-23目

7月6-16目

11月20同一12月2目

9月10-22目

8月7-21目

8月8-22目

11月22目一12月6目

9月21肩一10月4目

�

�

㌀

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

フイリピン

目本

韓国

台湾

目本

タイ

ベトナム

フイリピン

インドネシア

タイ

韓国

目本

マレｰシァ

フイリピン

ケソン

東京

ソウル

台北

東京

バンコク

サイゴン

マニラ

バンドン

バンコク

ソウル

東京

クアラルンブｰル

マニラ

��第3表��CCOP�常任代表�

�市�国�;名｣��常任代�表

一'��u����

��インドネシア���Mr.Is皿etAKIL(プルタミナ地熱部長)�

��目�本��通商産業省工業技術院地質調査所長(佐藤茂博士)�

��韓�国��科学技術部(省)資源開発研究所長�

�����/1=､'･｣=T､'1=,一1｡｡''1=■'^■=了,一}�十〃百』,蛤｣L､

マレｰシア

フイリピン

シンガポｰル

タイ

太平洋信託統治

諾島

(Prof.Dr.BymgKooHYUN一玄燗九博士)

一次産業省地質調査所長

����杓潯����

天然資源省鉱山局長

(M正.JU且Nm,C.F醐NANDE豚)

副常任代表一エネルギｰ開発庁技術サｰビス部畏

(Dr.AエthurSALDIYA亘一SムLI)

経済開発庁プロジェクト部長

(Mr.L囲YockSUムN)

工業省鉱物資源局長(Mr.PIsootSUDAsNA)

高讐弁務官事務所資源開発局国土調査部長

(M■.KozoY畑ADA)

(註)1.

㈮

インドネシアほ個人を指名他の加盟国は官職を指定してい

る.

カンボジアバプア･ニュｰギニアおよびペトナムは未定

ないため他の加盟国と同様に活動に参加することはき

わめて困難である.

1971年の国連総会において中華人民共和国カ沖国を代表する

ことが認められCCOP設立以来加盟国であった台湾は脱落

したカミ中国はいまだESCAPの下部機構には参加せずと

くにその主権海域の開発は自主独立で行うことを強調し

ESCAP総会でCCOPの活動に対し批判的な発言を行って

きた.これに嚇しベトナムは今回会合の直前に開催された

CCOP主催の技術セミナｰに参加者を送り全面的に復帰す

る目が近いものと期待されている.

加盟国のほかに地域外の先進国および国連機関を主

とする国際機関が二CCOPの年次会合に参加しCCOP

の活動に鶴力している.域外先進国は原則として

その国の関係専門家を特別顧間または技術顧間として指

���P后00〃C〃0〃肋舳“'0}88止.���

��������

��Lブルネイ85.3����←CCOP→

8��2インドネ･シア515･6����

��覗本5･O����創立10年

り7��.サラワク31-4����

崔������
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名し加盟各国の承認を得て年次会合に出席させるので

ある.

この手続きには時間がかかることもあってCCOPの活動に

協カを希望する先進国の専門家または外交官の年次会合への

参加を認める場合がありこれら先進国を脇力国と呼ぶことカミ

不文律として定着したが付託条項には全く記載されてい粧い.

オｰストラリア衝独フランスオランダ英国およぴ米国

は継続的に特別顧間を派遣してきたほかカナダノルウェｰ

およぴソ遠カミ協力国として参加した.

日本は加盟国であるが実質的には協カ国であり設立当初よ

り特別顧間を派遺し他の加盟国のプロジェクト等に積極的に

協カしてきた･シンガポｰルはその国の海底鉱物資源探査

開発計画はなく主として東南アジアの石油産業基地として

関連産業を発展させる立場からCCOPに関心をもち参加し

ているので加盟国中で特磯匁立場にある.なおCCOPの

特別顧間としてインドネシアのDr.J.んK虹皿Iが主と

してCCOP-IOC合同作業グルｰプ常任議長の立揚からまた

UNESC0/IOCのDr.αGIER皿ムNが国際機関の高級専門

家として指名されている.

年次会合等

CCOPは毎年1回加盟国間の持回りで年次会合を

開催する.設立の年およびその翌年には年2回会合

が開かれたので今回で第14回を数えるに至ったのであ

る.これまでの年次会合の時期と場所は第2表に示す

通りであった.

CCOPは国または国際機関から指名された高級専門家

すなわち特別顧間および技術顧聞からなる技術諮間グ

ノレｰプ(TAG)を置いている.TAGはCCOPの年次

会合に際して加盟国等の代表を含めて会合しCCOP

の計画に関する技術的･科学的内容を検討し本会議に

第2図CCOPヨ諸国の石油年産額の推移

(1945年一1974年単位100万バレル)

インドネシアの1974年の生産額の18%およぴ

サラワクの全生産額が海底滴剛こよる.�
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報告書を提出する.付託条項改訂の審議に際しTAG

会合の構成に関して完全なコンセンサスが得られ粗かっ

たためにその表現カミあいまいになっているカミ実質的

には本会議と同様荏構成で討議カミ行われる.ただし

TAG会合の議長は特別顧問のうち1名が本会議に

おいて指名される･扱お特別顧間の選任の都合上

TAG会合はCCOP第2回会合において発見したので

今回で第13回会合となっている.

加盟国政府は常任代表を任命しCCOPの作業計画の

実施に関連する科学的･技術的事項に関して事務局と

の連絡に当らせることになっており第3表に示すよう

に各国でCCOPを担当している地質調査所や鉱山局

等の長が任命されている.日本では工業技術院地質調

査所長がその任にあたっている.

事務局

CCOP設立当時はECAFE事務局が直接CCOPの

事務局を担当し産業天然資源鉱物資源開発課長Mr.L.

W.STAc亘(当時)がECAFE事務局長よりコｰディ

ネｰタｰに指名されたがCCOPの活動に対する国連の

技術協力資金の援助がUNDPの地域プロジェクトと

して認められ1972年9月よりUNDPプロジェクト

･オフィスとしてCCOPの専任事務局が発足した.

このUNDP地域プロジェクトの参加国はインドネシ

ア韓国カンボジアマレｰシアフィリピンタイ

およびベトナムである.日本は先進国としてUNDP

援助の受益国となることができ狂いために参加してい狂

い.他の未参加の加盟発展途上国は地域プロジェク

ト成立後にCCOPに加盟したものでいずれ参加の手

続きがとられると思われる.

UNDPの援助は開始当時年額約60万米ドルで主として

事務局専門家の人件費のほか若干のフェロｰシップおよび印

刷費等に当てられ事務局補助職員の人件費は受益国の拠出金

によりまか狂われている.調査プロジェクトはUNDPの援

助がはじまる以前と同様に加盟国の負担および突進国よりの

協力によって実施されている.

UNDPの援助は最初2年半の予定であったが1979年9月

まで5年間に延長された.しかし1976年よりUNDPの財

政危機のため予算が大幅に削減され事務局専門家数は減少

した.ところがUNDP援助は1981年まで延長されること

になりOPECのUNDPへの特別拠出金を含めて1978年

以降年額約80万米ドルが支出されることが確定している.

第3図

�����

ネｰタｰに指名された.Dr.LIはESCAPの地質鉱

物資源に関する活動を創始し指導してきたが事実上

CCOPの創立者であった.!972年9月以降はCCOP

の事務局長としてその事業の発展と拡大のために専念

してきたが1977年3月に突然辞任した.その理由は

不明であるがCCOPの活動を深海域の調査海洋環境

問題あるいは石油開発行政に急激に拡大しようとした

Dr･LIの指導方針に対して加盟国および特別顧間の一

部が反対し1976年の第13回会合の運営が困難であった

ことに起因すると思われる.ESCAPのプロジェクト

は従来事務局の主導権の下に運営されてきたが近年発

展途上国カミその意見を主張して主導権を握ろうとする

ようになってきた.Dr.LIの退陣は時代の流れを反映

している.しかしこれはDr.LLの過去の業績とは

かかわりなくとくに先進国と発展途上国との協調を

はかりつつ先進国の援助を導入してきた功績は多大で

あった.

日本は1967年以来CCOP事務局に対しJICAによ

る経費負担でいわゆるノンレインバｰサフル･べ一ス

専門家を継続的に派遣しており地質調査所員が交代で

出向しているが現在は河岡清雄技官である.日本の

ように継続的ではないが米国やオランダも長期のノン

レインバｰサフル専門家を派遣しその他の先進国も短

期の専門家を派遣して協力してきた.またCCOP設

立の初期には韓国も自国負担で短期専門家を事務局に派

遣した出なお事務局は鵬CA習噂務局所在地である

バンコクにおかれているがそれとは別の場所に事務局

を置いている.

UNDPの援助による専任事務局の発見とともに産

業天然資源部次長であったDr･C･YLI(第3図)が

UNDPプロジェクトのプロジェクト･マネｰジャｰに

就任しESCAP事務局長によりCCOPのコｰデイ

機能

CCOPは加盟国またはTAGの要請にもとづき

かつ沿岸国の同意を得て沿岸と海底の探査およびそれ

に関連した科学的調査の計画･実施を促進しあるいは�
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策4表

CC0ρ第14回会議の総括日程

第6表日本関係出席者

月日

1977年9月21目(水)

22目(木)

23目(金)

24目(土)

25目(肩)

26目(月)

27目(火)

28目(水)

29目(木)

30目(金)

10月1目(土)

2目(目)

3目(月)

4目(火)

午前(09:30-12:30)

CCOP本会議(開会)

TAG会合

TAG会合

環太平洋マツブプロジ

ェクト

午後(14:OO一τ7:00)

三者レビュｰ会合

TAG会合

TAG会合･三者レビ

ュｰ会合

フィｰルド巡検(地熱開発地域･タｰル火山)

TAG会合TAG会合

｡COP/IoC会合｡COP/IOc会合

CCOP/IOC会合TAG会合

CCOP本会議CCOP本会議

CCOP本会議CCOP本会議

CCoP/IoC会合･

CCOP本会議

自由行動

政府代表

同上

政府代表代理

顧間

〃

CCOP特別顧問

CCOP･IOC合

同グルｰプ会合

出席者

CCOP･IOC合

同グルｰプ会合

環太モ洋マップ

プロジェクト会

合出席者

ESCAP事務局

代表

CCOP事務局

性野

黒川

森清

斉藤

川村

平井

井上

水谷

凌一

剛

圏生

隆

隆

明夫

英二

仁

小川克郎

嶋碕吉彦

河禺清雄

地質調査所海外地質協力室長

在タイ目本大使館参事官ESCAP常

任代表(現在西独目本大使館)

在フィリピン目本大使館一等書記官

石油開発公団技術部探鉱課長

石油資源開発(株)計測第一部長

帝国石油株式会社技術研究所

地質調査所海洋地質部海洋地質課長

東京大学助手理学部地球物理学数

室(JICA短期派遣専門家)

地質調査所地殻熱探査課長

(JICA短期派遣専門家)

ESCAP鉱物資源課長

(地質調査所より出向)

CCOP事務局専門家

(地質調査所より脱向)

TAG及びCCOP本会

議

CCOP本会議(閉会)

調整する.

i)CCOPは関係ある調査研究の経過を定期的に検討する.

ii)探査または関連科学的調査に最適な方法を加盟国政府に

勧告する.

iii)要請に応じて関連プロジェクトに対する財政的･技術

的援助を検討する.

iV)海洋鉱物資源に関する国際機関研究機関および基金等

による技術的･財政的およびその他の援助の要請の作成

について加盟国を援助する､

マ)関係政府間の同意のもとに沿海探査および関連科学調

査に関係する問題について加盟国に助言する.

∀i)要請に応じて海底鉱物資源ポテンシャルに関する技術

デｰタの解釈と評価に関して加盟国に助言する方法を

準備する.

Vii)海洋鉱物資源に関するすべての分野にわたって加盟国

関係職員を訓練するための計画および施設を確立するこ

とを推進する.

viii)CCOPに関係のある調査研究結果の出版を推進する.

iX)関係ある国際機関国連機関および国家機関と密接な協

力と協調を維持する.

X)要請に応じて海底鉱物資源の探査･開発から生ずる環

境破壊に対する海洋環境の保護に関して助言カミえられ

るように加盟国を援助する.

Xi)要請に応じて海底鉱物資源の擦掘または採油作業カミ沿

岸域の代替利用や開発に影響を与先る場合に助言がえ

られるように加盟国を援助する.

以上に述べた機能は今回の付託条項改正に際して討

議されとくに純科学的調査深海域の調査環境問

題および沿岸管理をCCOPの機能に加えるべきかどう

第4図

会議卒の各国代表団

前列左からマレｰシア代表C,S.KE0NG韓国代

表代理J･H･Koo代表C.H.KnI目本代

表佐野目本代表題門斉藤川村インドネシ

ア特別顧門J.A.KATILI代表I.AKILの諸氏�
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策5表

CCOP第14回会議の主要な出席者

国名

インドネシア

�

〃

同本

韓国

マレｰシア

パプア･ニュｰギニア

フイリピン

シンガポｰル

タイ

オｰストラリア

フランス

酒ドイツ

インドネシア

貞本

オランダ

ノノレウェｰ

ソビエト

〃

英国

米国

〃

〃

国連本部

〃

��

��倀

���月佃

CCOP事務局

〃

〃

〃

〃

資格1

代表

次席代表

代表

代表

代表

代表

代表

次席代表

代表

代表

特別顧間

〃

特別顧間

氏名

���整��

������一

������げ丰

佐野凌一

黒川剛

Mr.Ch㎝gSuKIM

��桵湧卯��ぎ�

Mr.Ke耐yW.Do肌E

M■.JuanitoC.FE脳ムND醐

Dr.A.SムLDII蛆一SALI

���味敍��

Mr.Sa-ngobKムEwBAIDH00N

Mr.L.C.N0A肥s

Dr.A.G.Ov醐ULL鵬

��慵物捥����

�����稀

Dr.J.A.KATI阯

井上英二

Dτ､E.0肌E

Mτ.ThomodEBIKsEN

Mr.Alex…㎜derA.KovAL酬1

Mτ.LeoridI.L囲㎜oY

Dτ.W.BU皿ERw肌I.

Mr.J.ElWRIG亙T

D■.W.A.FIs肥R

������嵎�

Mr.G.R.L0R酬丁胴N

Mτ.R.K.BAsU

�����

Mτ.AdτianoR.GARcIA

Mf.エB.P.M畑A㎜s

嶋崎吉彦

Dr.G.K.F.GI囲MANN

Dτ.Fτan友F.H,WANG

Mf.LeoW.STAc亙

Pτof.L.V.HAwKINs

河田清雄

�������

�����捉獣伀

MTslVini出aTHUM泓N0ND

所属

プノレタミナ地熱部長

在泰インドネシア大使館書記官

インドネシア地質調査所次長

地質調査所海外地質調査協力室長

ESCAP常駐代表･在泰肩水大使館参事官

資源開発研究所(旧地質調査所)副所長

マレｰシア地質調査所長

パプア･ニュｰギニア地質調査所

鉱山局長

エネルギｰ開発庁技術サｰビス部長

経済開発庁N.A.オペレｰション

鉱物資源局鉱床地質部長

鉱物資源局長

鉱山局地質技師長

ELFアキテｰヌ

地球科学天然資源研究所(旧地質調査所)

鉱山省鉱山総局長

地質調査所海洋地質部海洋地質課長

地質調査所図幅鉱床地質部長

ノノレウェｰ大使館

科学技術閣僚会議鉱物資源部主席専門家

燃料地質開発研究所

地球科単研究所次長

同上大陸棚部長

米国地質調査所

同上国際地質部長

米海軍海洋局磁気部

国連技術協力局アジア太平洋部次長

�己�

国連開発計画地域代表

エスキャップ事務局長

天然資源都鉱物資源課長

政府間海洋学委員会事務局次長

CCOP事務局長代行

(ロンサ〃タント)

(地球物理専門家)

(地質専門家目本政府派遣)

(海洋地質専門家)

(エディタｰ)

(事務主任)

かについて議論が行われたカミ

た(後述P.34参照).

上記のような形になっ

会議の内容

冒頭にも述べたとおりCCOP本会議のほかにいく

つかの関連会議が前後して行われたため日程(第4表)

および議題が錯綜して複雑であるので日程にこだわら

ず会議別に説明する.出席者はこれらの会議を通じ

てほぼ共通しており第5表に一括して示す.日本代

表団ならびに日本人出席者は第6表のとおりである

(第4図).

1)UN皿R地域プロジェクト三者レビュｰ会合

本会合は｡cOP加盟国UNDPUN/OTCEsCAP

事務局およびCCOP事務局各代表参加のもとに9月

20･21両目にわたって開催され23日報告書を採択して

終了した.この会合はUNDPの援助プロジェクト

についてUNDP(資金援助側)プロジェクト実施機

関(UN/OTC)および受益国の三者が集まって評価を

行うもので従来国別プロジェクトについては毎年行っ

てきたがその有効性にかんがみ地域プロジェクトに

ついて今回はじめて行ったものでありUNDPの見

解としてはCCOP会合とは全く独立の会議であった.

しかし実際的にはCCOPの基本的放活動方針に対す

る加盟国の意見が表明され本会議の予備的会談となっ

た.

本会合はUNDP代表が議長と祖ゆ開会された.

日本代表より会議の構成について質したところUN/o

TC顧問として出席した前事務局長Dr･LIより討議

の内容がCCOPの活動の全般にわたるため地域プロ�
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策7表CC0正策14回会議議題

(議題番号はTAGと通し番号である)

議題1

�

�

�

�

�

〃20

2ユ

㈲

開会挨拶

1977-1978年度の議長および副議長選出

議題採択

事務局による第13回会議以降の業務報告のレビュｰ

(議題5-14はTAG)

TAG第13回会合報告審の検討

特別顧間報告書の検討

外部から得られたまたは期待される援助および協プJのレビュｰ

束アジア沿海探査地域プロジェクト延長に対する要請の決定

CCOPの政策と組織に関する事項

a)CCOPの加盟国の現状

b)加盟国の常任代表の指名

C)特別顧問と名誉顧間の現状

(一)CCOPの第13回会議の報告と活動に関するESCAPの

検討

e)CCOP付託条項(規約)改正案の検討

{)CCOP信託基金に関する国連内部での基金の運用につい

ての検討

9)その他

1977-1978年にCCOPにより実施される作業計圃の作成

a)広域プロジェクト

b)中間プロジェクト

C)国内プロジェクト

次回(第15回)本会議の開催目時湯所および蔑題

本会議報告書の採択

ジェクト署名国(受益国)ばかりでなくCCOP全加盟

国カミ参加できるよう手配したとの説明があった.

Dr･LIの起草したUNDP援助延長計画書案が事前

に配布されていたが1978年より1981年に至る4年間の

UNDP援助総額300万ドル(1年当り約80万ドノレ)は実

際上決定されたものと考えてよくこのうち200万ドル

はOPECのUNDPに対する特別拠出金より割当てら

れるものであることが説明された.

議題は特に明示されず議長提案により(イ)現在までの実績

の評価(口〕将来の活動のための勧告に大別して討議を進め

ることになり(イ〕については各国ともDr.LIの功績をた

たえるとともに各国の独自の計圃に対する援助の薫要性およ

び訓練計画の緊急性を強調した.

(口〕においてはこれをうけて(1)各国の異なる二一ズに対応

した事業計画の策定(2)事務局専門家の各国の計画への直

接参加を含む高級な訓練活動の強化(3)CCOPの伸介に

よる二国間援助の維持(4)探査と資源指向型の科学研究と

のバランス(5)発展途上国間技術協力(TCDC)の促進

(6)ESCAPさん下の関連諸地域プロジェクトとの調整ならび

にCCOPの作業分野を海洋環境･沿捧管理等の分野に急激に

拡大し放いこと17)地域デｰタセンタｰよりも各国のデｰ

タセンタｰを充実すること(8)CCOP自身による調査船

の所有は維持･作業計画の両面から問題があり各国に貸与可

能の関連機材の取得を優先すること(9〕各国の異在る二一

ズに対応するため煽期コンサノレタント(専門家)の提供を強化

することだとが指適された.校お21周の会合の後半では

特別願間の出席を求めて意見をきく形をとったが内容は上記

とほぼ同様であった.

要するに近年Dr･LIによって進められてきたCCOP

の活動範囲の拡大に対して加盟各国がこの機会に本来

の目的に帰るよう発言し延長計画書案が加盟国の発言

にそって改訂された.本会合の報告書はCCOP本会

議には提出されず延長計画書案の改訂案のみカミ提出さ

れて本会議の報告書の付録として添付された.

2)CCO史第14回会合(本会議)

本会議の議題を第7表に示す.9月21目10時Joes

J.L巫D0フィリピン天然資源相の開会宣言にはじまり

ESCAP事務局長UNDP地域代表およぴOTCアジ

ア太平洋部次長の挨拶があったのち加盟国を代表して

黒川目本代表特別顧間を代表にしてDLんG.OB囲･

MU皿ER(フランス)が謝辞を述べた(議題1).議長に

はフィリピ1■代表副議長にはシンガポｰル代表が指名

された(議題2).

議題採択に際しわが国代表は本会議と技術語閥グ

ルｰプ会合とは別個の会議であるにかかわらず両者の

議題が同一会議のように通し番号で作成されていること

を指適したが事務局は便宜上技術語間グルｰプ会合の

議題を挿入した旨釈明し原案通り採択された.なお

次回会合より別個の調題を作成することが報告書に記載

された(議題3).

CCOP事務局長代理(Dr･FrankF･W.W舳)よ

り事務局業務の経過報告がありこれを了承し(議題4)

9月22目よりTAG会合およびその他の関連会合に入り

9月29目より再び本会議が開催された.再開後TAG

第13回会合の報告書ならびに特別顧間報告書の検討を行

いこれを了承した(議題15および16).議題17以降の

討議の要点は以下の通りである.

現在実施中または将来期待される外部からの援助

と協力について(議題17)

先進国および国際機関による協力の概要は下記のよう

である.

オｰストラリア1978年に砕暦鉱物資源調査および海

岸砂鉱床採掘に関する研修コｰス実施予定(過去にも同様

な研修コｰスを開設した).

カナダデｰタ検索システムおよび試料保管に関する短期

専門塞の派遣が期待されている.

フランス1978年はじめに要請カミあれば1979年に先第三

紀石油ポテンシャル評価の専門家派遣可能.二国間協定

による加盟国専門家の個別研修受入れ準備中.

西ドイツ1976年に実施したマラッカ海峡調査のフォロｰ�



一33一

アップ調査を1979年に実施するようマレｰシアと協議中.

海底物理学のノンレインバｰサフル専門家を1978年に6ヵ

月間派遣の可能性カミある.フィリピンのエネルギｰ開発

庁に専門家を派遣中.

日本沿海探査集団研修コｰス(1967年より毎年)の実施.

事務局への長期ノンレインバｰサフル専門家(1967年より

交代継続)の派遣.加盟国の熱流量測定プロジェクトの

専門家派遣と器材供与(1976年より毎年).CCOPテク

ニカル.ブリティンの編集および印刷(1968年より毎年).

現金拠出(197475年各10,000米ドル197677年各

20,000米ドル).フィリピン鉱山局に対する空中磁気デｰ

タ処理に関する専門家派遣と器材供与(1976年より毎年).

このほかわが国関係研究機関のIDOE/SEATARプロ

ジェクトヘの実質的貢献もCCOPの活動に対する協力

として報告書に記録された.

矛ランダ1978年に第四紀地質学のノンレインバｰサフル

専門家を3ヵ月間派遣予定(以前にも数人の専門家を派遣

した).1978年に第四紀地質学の研修コｰス実施予定お

よび要請があれば海底掘さく技術の研修コｰス実施を考

慮する.ESCAPに対するトラスト･ファンドからCC

OPに50,000釆ドル拠出を考慮する.

ノルウェｰ石油地質専門家の派遣および奨学資金の供

与等を考慮中.

スイス1978年に絶対年代学専門家をCCOP加盟国に6

ヵ月巡回派遣予定(支持国として年次会合に参加していな

いが1975年に開催された絶対年代セミナｰに専門家を派

遣しそのフォロｰアップとしてマレｰシア地質調査所

に絶対年代測定施設を設立中である).

英国インドネシアおよび韓国において二国間協定により

技術協力プロジュクト実施中.要請により国立研究機

関大学および民間において集団または個別訓練受入可

能.

ソ連炭化水素の地球化学に関する研修員の受入れ準備中.

CCOP地域内で調査中のソ連調査船上での研修員受入可

能1

*国IDOE/SEATARプロジェクトの実施(NSFが19

76年により年額約1,000,000米ドルを支出し調査航海等

を実施している).来園海軍海洋局(水路部相当機関)に

よるProjectMAGNET空中磁気探査の実施(1968年よ

り継続的にCCOP地域内で実施されている).EROS

デｰタセンタｰにおけるリモｰトセンシング研修コｰスヘ

の受入れ.米国地質調査所によるノンレインバｰサフル

専門家(現事務局長代理)の継続的派遣.

WN亜里CCOPの活動に対する地域プロジェクトとしての

援助.韓国の専門家の高級訓練に対する奨学資金の支給

を考慮中.

UN鵬C0/亙｡C船上訓練を含む加盟国への教育訓練資金

を考慮中.

以上のように多くの先進国がCCOPの活動に協力

して多国間または二国間協力を行っているが各国の

CCOP担当機関の性格や関心あるいは各国政府の

ESCAPに対する協力に関する制度の相異にとも在って

異淀った分野または異なった機構によって実施されてい

る.米国の協力は最も大規模であるがその大部分は

米国の研究機関の独自のプロジェクトとして実施され

加盟諸国に対する協力はかならずしも強調されていない.

これに対し日本による協力はほとんど技術協力予算に

より実施されている.

東アジア沿海探査地域プロジェクトの1981年まで

の延長の粗織と政策(議題18)

UNDP地域プロジェクト延長については延長計画

書案の三者レビュｰ会合による各国修正案が会議文書と

して提出されほぽ無修正で承認された.

CCO正の組織と政策(議題19)

加盟国の現状について今回の会合にカンボジア本

平洋信託統治諸島およびベトナムが不参加であったが

今回の会合に先立って行われたCCOP-ASCOPE共催

の堆積盆地での炭化水素の生成と熟成に関するセミナｰ

にはべトナムカミ受講生を2名派遣した旨報告された

(議題19･).加盟国の常任代表は従来通りである(議題

19b第3表).

CCOPの特別顧問については英国･フランスおよび

日本より推せんカミあった旨報告され日本政府より推せ

んされた井上については異議たく了承東北大学山本教

授については同教授の専門分野が海洋法に限定されて

いるため技術顧間を委嘱するのカミ適当と思われる旨コメ

ントがありわが国代表もこれに同意した.英国およ

びフランスより推せんされた特別顧問各1名も交代を

前提として提案されたものであるため異議なく了承さ

れた･ソ連およびノルウェｰは支持国として今回の会

合に参加したが特別顧間の推せんか行われてい狂いの

で次回までに推せんするよう強く要望された.また

名誉顧問としてこれまで特別顧闘であった早川正巳

東海大教授ほか8名が決定した(議題19･).

事務局より前回のESCAP総会におけるCCOPに

関する討議について報告がありこれを了承した(議題

���

CCOPの付託条項に関して事務局より改正案が提出

されていたがその審議を本会議に委ねた場合多大の混

乱が予想される状況であったため日本代表は対処方

針と三者レビュｰ会談等において表明された意見とを参

考にして一案を起草しこれを基礎として加盟各国代表�
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と非公式協議を重ねた結果合意カミ成立し加盟国共同提

案として本会議の審議に供され協力国等の意見により

一部修正の後正式に採択された(議題19･).

前にも述べたように委員会の名称が変更されたがUNDPお

よびUN/OTCはOPEC基金の導入に関係があるとして

沿海探査の表現が存続されることを強く希望したため従来の

名称に対して地域を限定しただけの形となった.加盟資格に

ついては東アジア酉太平洋に位置するESCAP加盟および

準加盟国にオｰプンであることになり原改正案により提案さ

れた協力国に関する条項は協力国側から限定的匁条項の設定

はむしろ有害であるとのコメントが多く削除された.

委員会の組織についてはCCOPの現状とESCAPにおける

慣行を考慮して旧付託条項が改正された.

技術諮問グルｰプの構成については各国代表の間に見解の相

異カミあったが委員会の要請により国また国際機関により指名

された高級専門家により構成されることになった.委員会の

事務局長はコｰディネｰタｰと呼びESCAP事務局長の推せ

んによりまた委員会と協議の後国連事務総長により任命さ

れることとなった､

委員会の機能については原改正案を整理し環境保護および

沿岸管理に関する事業は積極的には取上げない(沿岸管理とい

う語は削除した)との方針の下に前に述べたような形で採択

された.

公式協議を組織し意見のとりまとめに努力したところ結局

(イ〕Dr･LIの復帰については辞任の事情が未解明でありまた

CCOPは特定の個人なしでも機能しうることを明示すべきで

あるとして復帰は問題外とする.1口〕後任の選考および任

命手続に長時目を要するのであれば早急に暫定事務局長淡任

命されるべきである.いそれカ茎困難な場合にはESCAP事

務局に後任着任までの事務代行を委任する.目上記と併行

してESCAP事務局長が各国に本任局長候補の提示を求める

との同意カミ成立しCCOP事務局長代行およびESCAP事務

局代表と連絡をとった.

その後1978年1-2月ESCAP事務局長の招集によりバンコ

クで加盟国代表の会議がたびたび開かれインドネシア鉱山省

計画局長(前地質調査所長)A.JOHANNAsを事務局長に任命

することを決定した.

付託条項については国連本部法制局より疑義が提出され検討中

でその実施は保留されている.

1977-1978年のCCOPの作業計画(議題20)

昨年の会合において採択された作業計画より完了し

たものを削除しTAGおよび本会議での討議にもとづ

いて適宜変更した.

昨年の会合における決定にもとづいて事務局は信託

基金手続きに関する国連本部資料を提示し日本代表は

CCOPの財源としての民間資金の導入については

CCOPの性格の特殊性にかんがみ国際機関としての

独立性･普編性カミ確立されなければならないと発言した

が他に発言祖く具体的審議は行われなかった.前

回会合でこの問題についてはげしい議論が行われたが

民間資金の導入を含むCCOPの信託基金の設立をはか

ろうとしたDr･LIが引退し一方OPEC基金の導入

によってUNDP援助が増額と怒ったため外部資金を

必要とする根拠が薄弱となり事実上廃案となったも

のである(議題19f).

CCOP事務局長のポストはDr･LIの辞任以来空席の

ままでこれ以上放置すべきでないとの空気が強く早

急に局長が選任されない場合には6ヵ月ないし1ヵ年

の間暫定的に局長代行をおくこととしその推ぜん方を

ESCAP事務局に要請することを決定した(議題199).

今回会合においては開会式のステｰトメント以来前事務局長

Dr.LIの辞任を遺憾とし同氏の過去の業績を多とする旨の

発言が続いたがこれらはむしろDr･LIの辞任を確認する雰

囲気であった.加盟･協力各国間にはこれ以上このポスト

が空席のまま推移するのは好ましく荏いとの意見が強く特別

顧問中にはCCOP活動推進のためには強力なリｰダｰシッ

プが必要であるとの観点からDr.LIの復帰を期待する向きが

あった.上記の事情にかんがみわカミ国代表は加盟国間の非

第15回会合の期日場所(議題21)

シンガポｰル代表による次回第15回会合を同国で開催

したいとの提案を承認した.第2回環太平洋エネルギ

ｰ鉱物資源会議(1978年8月)･第3回東南アジア地域

地質鉱物資源会議(1978年11月)など関連会議の開催時

期を考慮して次回会合の開催時期は1978年10月となる

見込みである.

報告欝採択(議題22)

本会議は10月4日報告書を採択し関連会議を含

む全目程を終了して閉会した.

3)技術諮問グルｰプ第13回会合

CCOPの諸活動について技術的･科学的に検討するた

めにTAG会合が本会議における実質的討議の前に開

催される･今回は9月22目より28目まで英国から

の特別顧間Dr･W･BU皿醐wE皿を議長として開かれ

た･本会合の議題は一括して第8表に示す(本会議か

ら一連番号になっている).

海底炭化水素資源に関する活動(議題5)

a.海底石油天然ガス資源に関する探査開発および

生産状況が日本をはじめ加盟国より報皆された.と

くにフィリピン北西パラワン地域において顕著抵油徴

が発見されたことが注目された.�
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策8表

TAG第13回会合議題

(議題番号はCCOP本会議と通し番号)

議題5海底炭化水素資源に関する活動

a)加盟国の活動のレビュｰ

b)堆積盆地内の炭化水素の生成と熟成に関するセミナｰの報

告書およびそれによる勧告の検言立

C)加盟国における石油デｰタの収集･保管および利用に対す

る援助

d)未発見炭化水素資源評価の方法に関するセミナｰまたはワ

ｰクショップ開催の準備

e)特に大陸棚以遠の深海の炭化水素資源に関する海底下地質

層序のワｰクショップの開催の準備

f)ASEAN石油理事会との協力(ASCOPE)

9)新探査法および新技術

議題6海底砂錫鉱床およびその砲の砕屑重鉱物鉱床の探査および第四

紀地質学の研究に関する活動

a)加盟国の活動のレビュｰ

b)1974年9月一12月におこ柱われたオランダの援助によるマ

レｰシアとタイの砂錫鉱床沿海探査結果の評価

｡)1976年インドネシア･マレｰシア･酉ドイツ共同によるマ

ラッカ海峡鉱物調査の最終報告書と将来活動への勧告

d)第四紀地質研究計画の経過と将来活動への勧告

e)新探査法および新技術

議題7束アジアの地質構造と資源のIDOE研究(SEATAR)に関す

るCCOP/IOC合同作薬部会第3回会合報告書の検討

議題8環太平洋エネルギｰ鉱物資源理事会との協力活動

a)第2圓環太平洋エネルギｰ鉱物資源会議の準備

b)同委員会マッププロジェクト北酉クオドラント･パネル第

3回会合報告書の検討

議題9海洋鉱物資源に関するその他の調査研究

a)第13回本会議以降における加盟国により実施された調査お

よび関係活動のレビュｰ

b)Pエ｡5ectMAGNET計画一経過･計画および勧告

C)リモｰトセンシングの応用一経緯･計画および勧告

d)リモｰトセンシングと衛星探査に関するESCAP政府間

会議の報告

e)CCOPの活動に関係して東アジアおよび東南アジア地域

に対してサｰビスする科学調査･海洋調査のための責任デ

ｰタセンタｰの検討

議題10CCOPの発展途上国閥の技術協力の拡大

a)CCOPの活動に関係する第13回本会議以後の発展途上国

間技術協力(TCDC)の例

b)TCDCを含むCCOP活動に関する将来プロジェクトの

提案

議題11国遼海洋法会議の現状のレビュｰ

議題12加盟国および協力国との協力によって事務局により組織された

訓練計画のレビュｰ

a)日本の沿海探査集団研修:!一スについて

b)他のトレｰニングコｰス･セミナｰおよびワｰクショップ

について

議題13CCOP出版物の検討

a)Technica1Bunetins10および11巻の進捗状況およびユ2

巻に掲載される藷文に関する報告

b)Technica1Pub1ic乱tionシリｰズの現状と本印刷にして

発行する他の適切な報告書類に閲する勧告

｡)CCOPニュｰスレタｰの現状と次号以降の内容に関する

勧告

議題14

海洋鉱物資源の研究および繍洋科学技術に関する国家機関およ

び国際機関との協力

a)UNESCOIOCUNEPUNUおよび国連海洋経済

技術局との協力

b)IGCPIPODICGCMGおよびIUGSを含む国際

科学研紫計画との協力

｡)石油と鉱物資源に関するESCAPの関係委員会地域プロ

ジェクトおよび機関との漉カ

d)海洋科学技術に関する国家機関との協力

b.CCOP本会議に先立ちマニラで1週間開催された

｢堆積盆地における炭化水素の生成と熟成に関するセミ

ナｰ｣の報告カミあった一同セミナｰには14名の講師と

45名の受講者カミ参加した.日本から4名が参加したが

このうち石油開発公団石油技術開発センタｰ朝倉氏お

よび石油資源開発㈱工藤修氏は講師として活躍した.

TAGはセミナｰの参加者によるこのセミナｰのフォロ

ｰアップに関する勧告を討議した.

･､加盟国における石油デｰタ収集保管利用の援助

について石油デｰタシステムに関する常設作業グルｰプ

の設立が前回会議で承認されたが加盟国側は現状で

は手仕事で運営可能でコンピュｰタ化を急ぐ必要は粗

いことを主張し一方日本を含む先進国側からデｰタ

システムの現状について報告があったが常設作業グル

ｰプの設立に関する具体的な提案はされなかった.IG

CPプロジェクト98｢世界の鉱物燃料資源の研究と評価

のためのコンピュｰタ情報システムの応用および指針｣

の会合が1977年11月ナイロビで開かれたが1978年に次

の会合を東南アジアに招待することが望ましいことが示

唆された.

a.第13回本会調で提案された｢未発見可採炭化水素埋

蔵量評価の方法に関するセミナｰまたはワｰクショッ

プ｣はインドネシアが早期開催を希望したカミ1979年

に延期することに狂った.

･.とくに大陸棚以遠の深海底の石油天然ガスに関す

る海底下地質層序のワｰクショップの開催は時期尚早で

あるということになった.

f.ASEAN石油理事会(ASCOPE)とCCOPとの

鶴カについては一般論としては推進すべきであるカミ

(イ〕環境問題に関してはCCOPは主導的立場をとらぬ

こと(口〕両者の協力実施のための常設作業グルｰプの

設立については両事務局間で協議することが決定され

た.�
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9.方法と新技術についてイギリスより反射法探査の

質的向上技術アメリカより海底状況総合把握技術日

本より石油探鉱船開洋丸及び地震探査デｰタ解析技術

オランダより位置精密測定技術等の紹介があった.

海底錫その他砕屠童鉱物資源に関する活動及■び第

四紀地質学(議題6)

8.韓国インドネシアマレｰシアパプア･ニュｰ

ギニアフィリピン及ぴタイから探査状況の説明カミあっ

た.とくに1974年に実施されたオランダの協力によ

るマレｰシア及びタイの海底錫探査酉ドイツの協力に

よるインドネシア及びマレｰシア共同のマラッカ海峡海

底鉱物資源調査の報告が注目された.

おフィリピン代表はフィリピン沿岸測地局の海洋デｰ

タセンタｰを拡充して“責任センタｰ"にしたい旨の希

望を表明した.

CCOΨ開発途上国間の技術協力(旺C皿C)の拡大

(議題10)

a.韓国がインドネシアマレｰシアによるマラッカ海

峡調査に援助した事例のほか地質専門家の交換等か報

告された.

b.シンガポｰル代表から鉱物石油開発プロジェク

トの機器や施設について加盟国の現状を調査すべきで

あるとの提案があった.

b.第四紀地質学研究計画の進捗状況の報告と将来のた

めの勧告が行われた.

6.新技術としてオランダ特別顧間より新型サクショ

ンドリル(水深10m軽量安価)の紹介があった一

環夫平洋エネルギｰ鉱物資源理事会との協力

(議題8)

1978年ハワイで開催されるこの第2回環太平洋エネル

ギｰ鉱物資源会議にCCOP地域の地球科学者ができる

だけ多数参加することが望ましい旨報告書に記載され

た.環太平洋マッププロジェクト北西クオドラント･

パネル第3回会合の報告カミあった(後述).

海洋鉱物資源に関するその他の調査(議題9)

a.日本における海洋地質地球物理活動とくに地質

調査所の活動を紹介した.

b.アメリカ海軍海洋局により実施されているProject

MAGNETについて報告カミあり1978年中旬にはインド

ネシア大陸棚で実施される予定である.

0.リモｰトセンシング技術に積極的に取組むため

CCOPが人工衛星による加盟国の浅海調査について

NASAに要望することを承認した.また瓦SCAPに

全地域をカバｰする衛星デｰタの受信局を設置するため

の処置をとるよう要望した.LANDSATデｰタのコン

ピュｰタ処理についてその方法とシステムを審議した.

也.科学的海洋調査デｰタの“責任センタｰ"の設立に

ついて審議したが国内の資源関係のデｰタセンタｰ

の設立および充実か先決であるとの結論に達した.な

国連海洋法会議の現状(議題10)

本議題に関してフィリピンより文書カミ提出され配布さ

れたが日本代表は事務局がこのよう校文書を受ける

ことは本議題においては何等の討議も行わないとする

従来の慣行に反する旨指摘した.結局本文書が特定

の立場を表明するものではないことを確認して今回の

処置を了承したが事務局内に多少の混乱を招いたよう

でTAGの報告書には本議題に関する記述カミなく本

会議の報告書に事務局が海洋法会議の交渉草案に関す

る報告書を提出したことが記載された.

加盟国および協力国との協力によりCCOPにより

組織された研修(議題12)

a)日本代表より沿海探査集団研修コｰスの報告があり

各国代表より謝意が表明された.このコｰスは内容的

にもリモｰトセンシングをとり上げるなど充実しつつあ

る.地殻熱流量に関する集団研修コｰスは1978年初頭

に開かれる.

b.他の集団研修についてはデｰタ処理技術や機器の

保全修理技術等の要請があった.また海底層序学や燐

灰土のセミナｰの提案もあったがCCOPが取上げるこ

とは時期内早であってUNESCO-IUGS/IGCPのプ回

ジェクトを通じて実施される可育自性カミあることが指適さ

れた.

オランダは第四紀地質学研修コｰスを!978牢に行う予

定である.さらに1979年頃海底試錐技術野外研修コ

ｰスを実施したい旨オランダ特別顧間は述べた.

ソ連は石油地森化学分野での研修および船上トレｰニ

ングが可能であると述べた.

インドネシア及び韓国は自国の調査船を加盟国の技

術者研修に提供できると述べた.�
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CCOPの出版事業について(調題13)

8)Technica1Bu皿etinsは日本の地質調査所によって年

1回定期的に刊行され科学的技術的内容の論文からなる.

編集は佐野が行っている.日本代表より同誌の編集

出版について報告があり謝意が表された.

b)CCOPTechn三｡a1Pub1icat1onシリ』ズについて

オｰストラリア鉱山局で｢マレｰシアインドネシア沿

岸沿海域の第四紀地質｣のイギリスで｢アイソトｰプ

絶対年代測定セミナｰ論文集｣の編集が行われている旨

の報告があった.

6)CCOPニュｰスレタｰニュｰスレタｰは事務局カミ

発行しているが今後もっと各国の調査活動や調査船

の運行計画等を掲載したいとの希望があった.

国家機関･国際機関との協力(議題14)

8)IOC代表は1977年10-11月に開催されるIOC総

会において酉太平洋での海洋研究を調整するための下

部機構WESTPACが設立される予定であることを報告

しこの新機構は海洋地質地球物理学研究の調整をも

含むのでCCOPとの密接な協力が必要でありCCOP

がIOCにその旨を勧告するよう要請し原則的に承認

された.

現在CCOPはIOCとIDOE研究に関する合同作

業グルｰプを設置しているが加盟国の間にはこれ以

上純学術的プロジェクトが増えることを警戒する雰囲気

がありこの問題は本会議に持越された;そこでIOC

代表および一部特別顧問により示唆されたWESTPAC

との合同作業グルｰプの設立は否決され上記のように

たんに密接に協力するという勧告カミ採用された.

エクトである｡COP/sOPAC地域鉱物資源開発セン

タｰおよび東南アジア錫研究開発センタｰ校らびに

ESCAPの天然資源委貴会との密接な協力を今後も維持

していくことか確認された.

以上の技術離間グルｰプ会合の内容は事務局によって

報告書にまとめられ報告書は本会議において検討後

了承された.

3)CCOP一亙OC合同作業グルｰプ第3国会合

本会合は東アジアの地質構造及び資源のIDOE研究

(SEATAR)に関する諸問題を審議するために9月27

･28両日インドネシアのJ.んKATILI博士を議長とし

て開催され!0月1日に報告書を採択して技術顧間グノレ

ｰプ会合に送付した.

参加国はインド率シア目本マレｰシアパプア･

ニュｰギニアフィリピン韓国シンガポｰルタイ

オｰストラリアフランス西ドイツオランダソ連

イギリス及びアメリカの15ヵ国である.この作業グル

ｰプはCCOPとは一店独立の政府機構でCCOP加盟

国もその他の先進国も区別なくメンバｰである.なお

手のCCOPのIDOE計画について本誌第261号269

号286号および第290号(予定)に解説が掲載されている.

議題は第9表に示される.

前回会議以降のS亙ATA鼠計画の活動報告ならびにそれ以外

の関連ある研究計画の活動状測二ついて(議題2及び3)

上記について終了した計画進行中のもの及び将来

の調査について各国代表より報告が以下のようにあった.

なおこれら計画の大部分は主としてSEATAR計画に

よる6つのトランセクト(第5図)に関係している.

b.UNESCOは教育訓練の分野で加盟国に援助してい

るがSEATARのスマトラのトランセクトに関するセ

ミナｰに数人分の旅費を支給する用意がある.

･.UNESCO-IUGSのIGCPへの参加に対して東ア

ジア諸国カミ池の地域の発展途上国に比較してよりす

ぐれた計画をもっていることはCCOPおよびESCAP

の努力に負うところカミ大きい.

6.CCOPは国連環境計画(UNEP)海洋地質委員会

(CMG)国際海洋掘削計画(IPOD)地球力学国際連

合委員会(ICG)に密接な関係を保っている.

e)CCOPは同じくESCAP傘下の地域協力プロシ

インドネシア……インドネシアのトランセクトの組織的地

質調査および米調査船トｰマスワシントン号による共同調査

チモｰル島弧の地質図幅作成重力測定基点網の拡大バンダ

海トランセクトにおける地質調査マカッサル海峡その他にお

ける澗強調査船バルディビア号による共同調査インドネシア

調査船サムデラ号による調査等カミ報告された.

トｰマス･ワシントン号により調査報告は1978年1月メダン

で開かれるスマトラ･トランセクトのワｰクショップで発表さ

れる予定である.

日本……日本代表および東大理学部水谷仁博士より以下のよ

うに報告があった.すなわちCCOP各地域の地殻熱流量

測定(上田誠也教授指導)および機材の供与!978年1～3月

における地殻熱流量研修コｰスの開催また地質調査所に.ヒ

るフィリピン鉱山局との北ルソン･トランセクトに関する共同

研究花開岩類の地球化学的研究に関するタイおよびマい一シ

アとの共同研究が計画されている.�
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第5図｡COP-IOc/IDOEsEATARのトランセク

トこのほかインドネシアでジャワ･ト

ランセクトフィリピンで縁海トランセク

トが提案されている.

韓国……昨年はSEATAR計画に関しては直接の活動はな

かった.

マレｰシア……日本との共同によるマレｰ半島の地殻熱流

量測定･バンダ･トランセクトの古磁気学･地化学研究.

パプア･ニュｰギニア……日本との共同による地殻熱

流量測定.

タイ……坑井内の地殻熱流量測定員本の援助による熱伝導

率測定シャム湾･アンダマン海における地温勾配図の編集

アンダマン海におけるトｰマス･ワシントン調査航海への参加.

フィリピン……ルソン･トランセクトのLANDSATデ

ｰタの解析と空中磁気探査トｰマス･ワシントン号およびバ

ルディビア号による海洋地質調査への参加.

オｰストラリア…･･チモｰル海盆･ス1レ海抵どバルディ

ビア号に同乗して共同調査を行った.

酉ドイツ……調査船バルディビア号に.ヒり1977年2～5

月チモｰル島付近マカッサル海峡スル海および西フィリ

ピン海でマルチ.チャネル反射地震探査を含む海洋地質調査

を実施した.西フィリピン海盆の結果からIPODの試錐地

点を提案している.石油資源探査の結果からマカッサル海

峡での比較的新しい海洋底拡大カミ示唆されたが今回の調査で

もその証拠とされる走向すべり断層や地溝が確認され今後

大規模な屈折地表探査を実施すべきであるとしている.

英国……インドネシア地質調査所との共同によるスマトラ

第9表CCOP･IOC作業部会第3回会合(SEATA巫)議題

議題1

議題2

議題3

議題4

議題5

議題6

議題7

議題8

議題9

開会宣言･議題採択

第2回会合以降の活動のレビュｰ

a)海洋地質地球物理計画

b)陸域地殻熱流量計画のレビュｰ

C)トランセクトの陸域研究の経過報告

d)LANDSATデｰタ解釈とその将来の応用の経過報告

SEATAR計画以外の関連調査計画の活動のレビュｰ

1978-1979年の調査計画のレビュｰ

a)現在の計画の拡大

b)新計画

C)将来計画に関する勧告

科学的情報交換に関するレビュｰと勧告

CCOP-IOCの調整と援助のレビュｰ

SEATAR計画の経過と目標についての総括的レビュｰと勧告

次回(第4回)会合の目時と場所

報告書採択

トランセクトの地質図を作成.またインペリアル･カレッ

ジによるチモｰルおよびセラム島の地質の研究.

ソ連……SEATAR計画では狂いが調査船ディミトリ･メ

ンデレフ号によって1976にフィリピン海底のオフィオライ

トに関するICGPプロジェクトのために調査航海を実施した.

また東･南アジア沿海域の海底調査を年間4～5航海実施して

いる.この結果は英文地質図つきでCCOP各国に配布され

るであろう.これらの調査活動を継続してSEATAR計画

のもとにCCOP各国と協力することを歓迎するとソ連代表は

述べた.

米国……CCOP域内ではアメリカの活動茄最も多彩でか

つ規模カミ大きい.トｰマス･ワシントン号によって1976年

夏および1977年前半にフィリピン海モルッカ海アンダマ

ン海スマトラ南西沖マカッサル海峡およびバンダ海におい

て実施されたINDOPAC総合調査航海アトランティス二世

号によって1976年に実施されたバンダ海での調査航海枚ら

びにコンラッド号によって1976年に実施された西フィリピン

海盆と東ルソン大陸縁辺での調査航海が直接または間接に

SEκrARプロジェクトに貢献し二艦式屈折地震探査やマル

チ･チャネノレ反射地震探査が精力的に行われた.

デｰタ編集に関してはSEATAR計画地域の海底地形図が

完成しアメリカ地質学会より出版される.そのほかCCOP

地域の堆積層原図･地殻構造図･残留磁気異常図･フリ｣エア

重力異常図及び海底地質図カミ米国のIDOE/SEATAR

運営委員会の議長であるラモント･ドｰハティ地質研究所の

DennisHAY鵬博士を中心として作成または完成されており

これらは本会議場に展示されて出席音の欠きた反響をよんだ.

SIO堆積デｰタ･バンクはSEATAR海域について7,000の

底質サンプルの編集を完了した.そのほかマリアナ･ヤップ

･パラオ轟弧の地質研究とIPOD計画との関連すけフィリ

ピン鉱山局依頼によるサンプルの各種分析の実施各国海域の

ProjectMAGNETによる空中磁気探査等々多様である.

1978-1979年の調査計画(議題4)

現在の計画の拡大新計画の設定及び将来計画への勧�
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苦を審議した結果各国より以下のコメントカミあつた.

a.インドネシアではスマトラ･トランセクトの調査の

成果の評価とフォロｰアップジャワ海溝からチモｰル

･トラフに至る地域柱らびにマカッサル海峡でのバルデ

ィビア号の調査のフォロｰアップおよび各トランセ

クトに関係する鉱化作用の研究讐があげられる.

b.韓国はトランセクト地域の磁気･重力音波探査を

1978年後半より実施するため先進国の調査船による援

助を希望したがとくに反応はなかった.

6.フィリピンは1978年にアメリカの大学および研究所

により実施されるSEATARの国際的祖計画に参加する

ことを希望した.

d.米国の科学者が提案している計画はマリアナｰル

ソン島弧･海溝系解明のためにこれらを横断するトラ

ンセクトの設定とそれに沿った地質学的地球物理学的

調査研究である.その理由はこの海域が活動的な海

洋盆海溝島弧の組合せの比較的単純荏例であって

プレｰトテクトニクスを検証し発展させるのに効果的で

あること陸域のデｰタがそろっていることIPODに

よる深海掘削が1978年に予定されており多くの研究者

に関心カミもたれていること等である.このために合

計4ヵ月の調査航海がビｰマ号とトｰマス･ワシントン

号で行われるよう計画している.同時にマリアナと

ノレソンの陸域調査荏らびに地震探査を実施する.以上

の計画はNSFからまだ資金の約東をとりつけていな

いカミ不可能ではない

e.西ドイツはオｰストラリアと共同でバルディビ

ア号に代る調査船ゾンネ号でオｰストラリア北西北東

部の海洋地質調査を1978年10月から1979年1月に計画し

ており対象は隆起する大陸縁辺の海底地質である.

この言十画をできれば延長してインドネシアと共同でマカ

ッサル海峡で調査を実施することを希望している.

f｡オｰストラリアはパプア･ニュｰギニアと共同で

小プレｰト間の動きの測定の長期的研究を位置ビｰコ

ンを使用して実施したい.

9.多数の国は日本政府による地熱流量測定計画を将

来も続けて欲しいと要望した.またタイはアンダマ

ン海及びシャム湾の地殻流量測定の援助を日本に希望し

た.

科学的情報交換の報告と勧告(議題5)

SEATAR計画の共同科学研究者間の科学デｰタ交換

は一般に良好であって参加国はSEATAR計画により

得られたデｰタのコピｰをワシントンの世界デｰタセン

タA(WDC-A)に送付するよう留意すべきことが勧告

された.

CC0トIOC間の調整と援助の報告およびS廻ATAR

計画の総括と勧告(議題6及び7)

a.本会合グノレｰプは東京での第1回会議における勧告

を再確認した.

止.CCOP事務局は1973年バンコクで開かれたシンポジ

ウムでの計画をその実施状況に比較して検討すべき

である･次回CCOP本会議直前に計画実施状況を

評価し当初計画とのズレを埋めるために特別ワｰクシ

ョップを開くことこのためSEATAR計画を援助し

ている機関及び米国のIDOE事務局(NSF)に対して

財政援助を要求すること

･､CCOP事務局は本計画に参加を希望する世界の科

学者に対して連絡の窓口となること.

次回会合の日時と場所(議題8)

次回会合は1978年秋CCOP15回本会議と一緒にシ

ンガポｰルで開催される.

4)環太平洋マップ･プロジェクト北西クオ

ドラント･パネル第3回会合

本会合は9月2蝸午前開催された.議長は本パネル

の事務局長である日本代表の佐野が勤めた.議長より

各種マップについてその作業進行状況を説明同時に作

業原図全部が会場に展示された.本プロジェクトの推

進役であるアメリカ地質調査所M･J.TE醐AN博士よ

り地質図･構造図等について詳細な説明がありそれに

ついて質疑応答があった.

i)地質図･･…着色されていない原稿図が展示された層序

は12のユニットにもとづいて編集されているが凡例につ

いて討議があった.地質図の編集は陸域部分及び海域部

分をそれぞれ地質調査所野沢保盛谷智之両主任研究宮が

受けもっている､

三i)地質構造図……丁囲岨N博士よりフィロソフィとし

てプレｰト概念をとるか地向斜概念をとるかについて再検

討されているが実際の凡例の変更はほとんど狂いことが�
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報告され最終案の決定次第各国から既に提出されてい

る原稿図はクオドラント全域の編集者によって改訂できる

と思われる.

i童i)地球物理(ジオダイナミック)図……まだ計画段階にす

ぎないが重力･地殻の厚さ･震源･発震機構.岩石圏

の応力分布･地殻熱流量･中新世以降の火山および地熱資

源等をもり込んだもので地殻の物理状態と現在の地質現

象の関係が読みとれるよう衣図を作成することを構想とし

ている.

肘)エネルギ資源図……全てのエネルギ資源の地質的背

景を表現することは困難であって地熱資源に関する情報

は地球物理図に示され放射能鉱物資源は鉱床図でも示さ

れるので炭化水素および石炭資源に関する情報をもりこ

んだ堆積盆地図として作成することが考えられている.

▼)鉱床図･…･･鉱床図の地質的背景は単純化した地質構造図

から作成される.各種鉱床分布は資源大学校理事長西脇

親雄博士及び地質調査所鉱床部でプロットされている.

▼量)地質断面図･…･･当初計画にはなかったカ;地質学的意

義が大きいので実験的に作成することとなった.SEAT

AR計画のトランセクトの断面を作成することが示唆され

た.

所感

今回のCCOP会合は前事務局長Dr.C-Y.LIの

引退にともない従来ガイドラインの1っとされてきた基

礎科学研究深海域の調査研究環境調査沿岸管理あ

るいは石油行政へのCCOPの活動範囲の拡大に対して

加盟国から急激汰拡大に対する反対の態度が明白に打出

されこの意味で画期的狂会議であった.加盟国は

.CCOPが海底鉱物資源開発に関する各国それぞれのプロ

ジェクトを推進すべきことを強調し国連本部関係者も

CCOP資金援助へのOPECのUNDPに対する特別拠

出金の導入にからんでCCOPの活動が海底鉱物資源探

査を主体とするように要請した.

しかし'海底鉱物資源の直接的探鉱や開発は大部分

民間企業の活動によって実施され国として行う探査事業

は基礎的科学的性格のものであるべきことは加盟発展

途上国も既に十分認識しているところであって従来の

CCOPの作業計画が著しく変化することは考えられな

い.CCOPがESCAP傘下さらに全国連機関傘下

の地域協ノJ機構として最も成功した組織の1つである

とされてきた･現在Dr･LIという指導者を失って

多少の混乱がみられるがCCOPがその伝統に従って

発展を続けることか期待される,

上記の観点から先進国および事務局カミ加盟発展途上

国の二一ズを適確に把握することが重要である.今回

の会合で加盟国より表明された多くの意見は昨年のク

アラルンプルｰルでの会合で日本代表が強く主張したこ

とと一致していたようにわが国は加盟国の一員として

その意向を汲み取ってCCOPの運営に努力してきたが

今後も国際社会での時代の流れを十分認識して対処す

るとともに先進国としてCCOPに対する協力を一層

拡大すべきである.最後に協力の具体的方策のいくつ

かをあげて拙稿の結論としたい.

1)珊SCAP域内の海洋鉱物資源探査及びその関連

研究の自主的計画立案と実施

CCOP域内における活動について従来日本は加盟国

からの要請にもとづいていわぱ受身で行動してきたが

今後は日本が自主的に計画立案し関係諸国の賛同を得

て共同で調査研究活動を行うことが望ましい.このた

めには国内における資金人材及び施設等の裏付けが

必要なのでこれに対応する体制の充実と関係者の意欲

の増大を図らねばならない.

2)海上調査研修=1一スの充実

目本政府は先述の集団研修コｰスを行っていてかなり

の成果をあげているが先進各国とも多彩な研修コｰス

を設けて訓練指導にあたっている.ところでCCOP

加盟国で要望が大きいのは海洋調査船での船上トレｰ

ニングである.現在集団研修コｰスで白嶺丸を利用

して数目間海上トレｰニングを実施しているが短時目

のために技術を習得するには至らない.西ドイツは

バルディビア号アメリカはトｰマス･ワシントン号

ソ連は海洋調査船数隻をもって共同調査航海に1～2

名の外人研究者を乗船させ長期間の研修または共同調

査を行ったことが数回あるがこのような機会をわが国

でも今後できるだけ増していく必要があろう.そのた

めには白嶺丸はじめ大学関係民間公社関係の調査

船のアレンジとそれに必要な経費を適当注機関でみる

ことが勘要と思われる.

3)新技術面の指講

今回の会議で注目されかつ将来有望な探査技術は

人工衛星によるリモｰトセンシング地殻熱流量測定

第四紀地質学とくに海底弊履鉱床の調査研究第三紀層

以前の地層の石油･天然ガス賦存研究石油の地化学的

研究プレｰトテクトニクスに関連しての大陸斜面以遠

の石油賦存可能性の研究海底燐灰石鉱床探査等である.

これらのうち適当ないくつかを選定して積極的にセミ

ナｰの開催や専門家を派遣して指導あるいは共同研究

等を行うことが望ましい.�
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4)砕尾鉱床の共同探査

現在酉ドイツとオランダはタイマレｰシアの沿岸

域で海底砂錫調査を沿岸国と共同で調査し大きな成果

をあげているがわが国ではこの分野での国際的活動

は行っていない.しかし日本は数年前までは世界有数

の海底砂鉄採掘国であって技術的には高いポテンシャ

ルにあったまた地質調査所では数年来表層堆積物調

査及び環境汚染底質調査を綿密に行ってきており海底

堆積物のマッピングに関する技術は低いものではない.

したがって今後CCOP地域の海底砕屑鉱床調査に積

極的に参加することが深く望まれる.

5)CCO正ならびに関連する国連機関へ専門家派遣の増大

CCOP域内の活動にとって事務局の枢要な地位あ

るいはESCAPなどの重要恋地位に日本から有能で活動

的な専門家を送りこむことは現在及び将来の日本の立

場を考えると重要である.現在これらの諸機関に数

人の専門家が派遣されているがさらに積極的に派遣を

考慮すべきと思われる.

謝辞会議期間を通じて御世話になつた在比目本大使御座

氏をはじめ大使館員の方々在タイ胃水大使館参事官黒川剛氏

在比目本大使館一等書記官森清回生氏･国際協力事業団マニラ

事務所吉田春茂氏金属鉱業事業団沢谷勝三氏ESCAP鉱物

資源課長嶋崎吉彦氏に厚くお礼申し上げます.また多面にわ

たってご協力いただいた石油開発公団探鉱課長斎藤隆氏石油

資源開発㈱第一計測部長川村隆氏帝国石油㈱技術研究所平井

明夫氏会議の表裏にわたってお世話下さりかつ本稿に御助

力されたCCOP事務局専門家河田清雄氏以上の諸氏に深甚

の謝意を表する次第です.抵お最後になりましたが外務

省国連局経済課坂井弘臣事務官(昨年8月まで在タイ目本大使

館一等書記官)は第9回以後13回までCCOPの年次会合に

毎回出席しCCOPの健全な発展のために努力されてきたこ

とを特に記します.

昨年12月にTAGの議長をつとめたイギリス特別顧間W.

BULL醜w肌L博士(IGS)が急逝されました.ここに深く哀

悼の意を表します.
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この会議には“Solidearthsmantle,itsmineraland

energyre畠｡urcesinthePacificOceanZone"という

シンポジウムがふくまれる.またSolidearth関係の巡

検も行罧)れる.
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昭和53年10月5目(水)一7目(土)

日本地球化学会1978年度年会

北海道大学水産学部函館市港町

目本地球化学会

函館市港町3-1-1(錫041)

北海道大学水産学部代表西村雅吉

衝(0138)41-0!3!

日本岩石鉱物特殊技術研究会

昭和53牢10月24目(火)～26目(木)

1蟻察帯1二;1

神奈川県川崎市商津区久本135地質調査所内

日本岩石鉱物特殊技術研究会留(044)866-3171

〔注〕1.開催年月2.会合名3.会場4七主催者

5.連絡先(掲繊順位は原稿到着順)

･日本地球化学会

エカフェ25周年の記念切手

鰯1972年3月28目19オスで発行された多色刷記念切手で

ム･ヌム水力発電所の風景の左下に国連ヴｰクと25年記念

の文字カミ入らている.�


